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　川越市内における中小企業の実態を業種別に調査し、その現状や問題点を把握し、今後の

中小企業支援策等の基礎資料とするため、市内の事業所を対象としたアンケート調査の実施及び

集計、分析の業務を委託するものである。
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数　　量 単　位 単 価 （円） 金  額  （円） 摘　　　　　　要

直接費

直接人件費 1 式 内訳書第１号のとおり

直接経費 1 式 内訳書第２号のとおり

間接費

諸経費 1 式

合計

積算原価計

消費税

　　　 委託費計（合計）

委 託 内 訳 表
費　　目

川　　越　　市



 

直接人件費 第１号

職種 技師長 主任技師 技師A 技師B 技師C 技術員

単価（円）

１　本調査

調査対象ラベル作成 人日

調査票の設計・作成 人日

アンケート調査の実施 人日

調査結果の入力・集計・分析 人日

調査報告書（中間報告）作成 人日

２  経過調査

調査対象ラベル作成 人日

調査票の設計・作成 人日

アンケート調査の実施 人日

調査結果の入力・集計・分析 人日

調査報告書（最終報告）作成 人日

　 　 　 　 　

直接人件費合計

摘　　　　　　　　要

川　　越　　市

内 訳 書

項　　目 合計（円）



直接経費 第２号

数量 単位 単価 (円) 金額 (円) 備　考

印刷費等

調査票 500 部

発送用封筒 500 部 ※角２封筒代含む

返信用封筒 500 部 ※長３封筒代含む

郵送費等

発送作業 1 式

発送費 500 通

回収費（料金受取人払） 通 ※本調査の回収率による　（参考：令和6年度37.0％）

※経過調査の数量は本調査の回収率による

印刷費等 　　（参考：令和6年度76.5％）

調査票 部

発送用封筒 部 ※角２封筒代含む

返信用封筒 部 ※長３封筒代含む

郵送費等

発送作業 1 式

発送費 通

回収費（料金受取人払） 通 ※経過調査の回収率による（参考：令和6年度76.5％）

３　諸経費

消耗品費 1 式

直接経費合計

川　　越　　市

内 訳 書

名　称

１　本調査

２　経過調査



川越市景気動向調査業務委託仕様書 
 
１ 業務名称 
   川越市景気動向調査業務委託 
 
２ 事業の趣旨 
   本調査は、市内の中小企業の現状や問題点を把握し、今後の中小企業支援策等の基礎資料と

するとともに、広く市内事業者に情報提供を行うことを目的とする。 
 
３ 事業実施期間 
   委託契約締結日 ～ 令和８年３月３１日（火） 
 
４ 支払方法 
   完了払いとする。 
 
５ 事前提出書類 
   受注者は、業務着手以前に以下の書類を提出しなければならない。 
   （１）委託業務実施計画書 
   （２）その他市が指定するもの 
 
６ 事業内容 
   川越市内の中小企業者に対して、アンケート調査を年２回行い、中小企業の景況感や経営に

おける現状・課題を把握し、その結果を分析することで、今後の川越市の中小企業施策の検討

資料とする。 
   （１）アンケート調査を年２回実施（本調査及び経過調査） 
   （２）結果の入力、集計、分析 
   （３）報告書の作成 
       
  （１）アンケート調査の実施 
   ①対象 
    本店登記地、又は主な事業所が川越市内にある中小企業 
   ②業種 
    建設業、製造業、情報通信業、運輸業、郵便業、卸売業、小売業、不動産業、物品賃貸業、

宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、サービス業（他に分類されないも

の） 
③調査票の設計及び調査方法 

 アンケートは、年２回（本調査及び経過調査）行うこととし、調査票の設計にあたっては、

発注者から提供される前回の調査項目を参考にし、これまでの調査結果から、市内の生産

活動、設備投資、雇用情勢、景況感等の動向が把握できるように、調査票の設計を行い、

結果の分析を行う。 

 

 



 Ⅰ アンケート本調査 

ア 調査の基準日 

   ・令和７年８月１日（金） 

イ 調査票の設計 

 ・調査項目は、発注者から提供される前回の調査票を参考に、概ね次のような内容を

含むもので受注者が発注者に提案し両者協議の上、決定することとする。 

      １ 企業の景況感や景気動向に関すること 

      ２ 雇用・就業に関すること 

      ３ 資金繰りに関すること 

      ４ 事業展開に関すること 

      ５ 行政の中小企業施策等に関すること 

      ６ 最近の経済情勢や社会情勢から受けた影響に関すること 

ウ 調査票の発送及び回収 

 経済センサスの事業所データを基に発注者が作成する５００件の調査対象事業

所名簿に基づき調査票を発送する。 

 調査票の回収は、返信用封筒を使用し受取人払い等、調査対象者が郵送料を負担す

ることのないよう対応すること。 

 調査票の印刷、往返信用封筒の準備及び印刷、宛名ラベルの印刷及び封筒への貼付、

調査票等の封入など、調査票等の発送・回収に関する一切の費用は受注者の負担と

する。 

     エ 結果の集計及びデータ提出 

       調査票回収後、「１ 企業の景況感や景気動向に関すること」についてのみ、調査結

果の集計を行い、データ（ＥＸＣＥＬ）を経過調査実施前までに発注者へ提出する

こと。 

     オ その他 

 調査票の印刷は、モノクロ印刷で行う。 

 封筒については、発送用は角２サイズ、返信用は長３サイズを予定している。 

 調査票は、Ａ４サイズ両面８～１２ページ、２０項目程度を想定している。 

 調査票や往返信用封筒には、本調査が川越市の委託事業であることを明記すること。 

 調査票は信書性が高いため、メール便での送付は不可とする。 

 

   Ⅱ 経過調査 

ア 調査の基準日 

 令和８年２月１日（日） 

イ 調査票の設計 

 調査項目は、本調査における「１ 企業の景況感や景気動向に関すること」を基本

とし、原則本調査の項目と同内容とするが、項目の内容について、受注者が発注者

に提案し両者協議の上、決めるものとする。 

ウ 調査票の発送及び回収 

 アンケート本調査の回答事業所を対象に、調査票を発送する。 

 調査票の回収は、返信用封筒を使用し受取人払い等、調査対象者が郵送料を負担す

ることのないよう対応すること。 



 調査票の印刷、往返信用封筒の準備及び印刷、宛名ラベルの印刷及び封筒への貼付、

調査票等の封入など、調査票等の発送・回収に関する一切の費用は受注者の負担と

する。 

     エ その他 

 調査票の印刷は、モノクロ印刷で行う。 

 封筒については、発送用は角２サイズ、返信用は長３サイズを予定している。 

 調査票は、Ａ４サイズ１ページ、三者択一式で１０項目程度を想定している。 

 調査票や往返信用封筒には、本調査が川越市の委託事業であることを明記すること。 

 調査票は信書性が高いため、メール便での送付は不可とする。 

  

 （２）結果の入力、集計、分析 
 回収した調査票の回答データを入力し、単純集計や業種別クロス集計を用いて、 
２回の調査の集計結果及び分析結果を整理し、まとめる。 

 分析にあたり、調査項目によっては過去の調査結果と比較し、経年での変化を盛り

込むこと。なお、過去の調査結果は川越市の公式ホームページに掲載されている報

告書のデータを確認もしくは発注者へ必要データの提供を依頼し、作業にあたるこ

と。 

 分析にあたり、景気変動の方向性等についての分析の際には、国・県等が実施して

いる調査結果も参考とすること。 

 分析に基づいた景況判断等を行う際には、国・県等の判断基準、評価方法等との整

合に留意すること。 
     
  （３）報告書の作成 

 各調査結果をまとめ、景気動向調査年度報告書（１００ページ程度）の作成を行う。 
 報告書や調査結果集計表などは、川越市のホームページ上で公開するため、ｗｅｂ

ページ用の文書（ＷＯＲＤ）やダウンロードできるＰＤＦファイル等の作成を行う。 
 アンケート本調査終了後、集計の進捗に応じ集計結果表を併せて提出する。 

 
７ 成果品 
   ・景気動向調査年度報告書（製本）             １部 
   ・景気動向調査年度報告書（ＰＤＦファイル・ＷＯＲＤ） 

・調査結果集計表等（ＥＸＣＥＬ）             データで提出 
   ・その他業務に関する資料               
 
 
８ その他 
   （１）帰属関係 
      この調査において知り得たデータや成果及びその著作権は川越市に帰属する。 
 
   （２）調査データ等の機密保持 
      受注者は、調査秘密が漏洩することの無いように十分に注意するとともに、下記の事

項について遵守すること。 



     ① 受注者は、この調査により得られたデータ等全てにおいて、この調査の目的以外に使

用・流用等をしてはならない。 
     ② 受注者は、この調査により得られたデータ等の保管・管理には細心の注意を持って当

たり、絶対に外部に漏洩することの無いように、万全の体制を講じなければならない。 
     ③ 受注者は、この調査の受託した内容が全て完了した時点をもって、直ちにデータ・調

査書類等を破棄・処分し、一切の内容に関する記録を残してはならない。 
     ④ 事故等が発生した場合は、直ちに川越市に連絡するとともに適切な処理を行うこと。 

 

   （３）その他 

 ・必要に応じてデータ等の管理状況について実地に検査を行う。 

・本仕様書に記載のない事項及び疑義がある場合は、発注者と事前に協議し、その指

示に従うこと。 

      ・受注者に本仕様書に定める事項に逸脱する行為が認められた場合、再調査の実施や

業務の中止を受注者に命じることができる。 
 
   （４）消費税 
      この契約の締結後に、消費税法（昭和63年法律第108号）等の改正により、消費税額

等の額に変動が生じた場合は、発注者は、この契約を何ら変更することなく契約金額に

相当する消費税額等を加減して支払うものとする。ただし、税法上経過措置の対象とな

る場合には、経過措置が優先して適用される。 
 
   （５）再委託 
      本業務の一部を第三者に再委託する場合は、再委託する業務内容、再委託先の名称、

再委託が必要な理由を明記の上、事前に書面にて提出し、川越市の承諾を得る必要があ

る。 


